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資料:県復興防災部「いわて復興ウォッチャー調査」

※　鉄道路線（沿岸）…�JR八戸線（角の浜〜久慈:35.4㎞）、JR大船渡線（盛〜陸前矢作:26.2㎞）、�
三陸鉄道リアス線（盛〜久慈:163㎞）�
総延長224.6㎞

資料:東日本旅客鉄道（株）盛岡支社、三陸鉄道（株）、JRTT鉄道・運輸機構、県復興局「いわて復興レポート」

表１　復興道路の整備状況（令和３年12月31日現在）

路線名 事業化延長
（㎞）

供用中 工事中
延長（㎞） 率（％） 延長（㎞） 率（％）

三陸沿岸道路 213 213 100 0 0
東北横断自動車道釜石秋田線 80 80 100 − −
宮古盛岡横断道路 66 66 100 − −

計 359 359 100 0 0
以上資料:県復興防災部「主な取組の進捗状況いわて復興インデックス」

災害に強い安全なまちづくりが進む
■　災害に強い安全なまちづくりは「達成」との回答は約8割
　いわて復興ウォッチャー調査（令和6年（2024年）1月実施）によると、「災害に強い安
全なまちづくりの達成度」について、達成（「達成した」＋「やや達成した」）と感じる人の割
合は79.4％、未達成（「達成していない」＋「あまり達成していない」）と感じる人の割合は5.6％
となっています。
　平成24年（2012年）2月の調査開始以降、未達成の割合が達成を上回る状況が続いていま
したが、平成27年（2015年）2月調査において達成の割合が未達成を上回り、以降も増加傾
向となっています（図1）。

■　まちづくり（面整備）の進捗率は100％、海岸保全施設整備は99.7％
　復興実施計画に基づくまちづくり（面整備）事業における宅地の完成区画数は令和2年
（2020年）12月末に7,472区画となり、宅地供給予定区画数7,472区画に達しました（図2）。
　また、海岸保全施設の令和6年（2024年）3月末の整備済総延長は76.6㎞で、要整備区間
総延長76.8㎞に対する整備率は99.7％となっています（図3）。

■　交通ネットワークの整備が進む
　復興道路に位置づけられた本県内の高規格幹線道路3路線（三陸沿岸道路、東北横断自動車
道釜石秋田線、宮古盛岡横断道路）計359㎞は、令和3年（2021年）12月に全線供用開始さ
れました（表1）。
　鉄道に関しては、三陸鉄道が平成26年（2014年）4月に北リアス線・南リアス線全線で運
行を再開しました。JR山田線（宮古〜釜石区間）は路線バスによる振替輸送が行われていま
したが、復旧工事完了後に三陸鉄道に移管され、平成31年（2019年）3月に「北リアス線｣
｢南リアス線」と合わせ三陸鉄道「リアス線」として盛〜久慈間163㎞の運行を開始しました。
　また、JR大船渡線（気仙沼〜盛区間）は、バス高速輸送システムBRTによる復旧が平成
27年（2015年）12月に国、沿線自治体及び鉄道事業者の間で合意され、同システムが運行
されています（図4）。
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被災者の生活は「回復」が「未回復」を大幅に上回る
■　災害公営住宅がすべて完成
　沿岸12市町村、遠野市及び住田町に建設された応急仮設住宅の入居戸数は、令和3年（2021年）3月末時点
で０戸となりました（図1）。
　また、令和2年（2020年）12月末時点における災害公営住宅の完成戸数は5,833戸（県整備2,827戸、市町
村整備3,006戸）となっており、建設予定戸数5,833戸（県整備2,827戸、市町村整備3,006戸）すべて完成しま
した（表1）。

■　沿岸部の有効求人倍率は１倍前後を推移
　沿岸部の公共職業安定所管内（注）の有効求人倍率（原数値）は、東日本大震災津波（以下「震災」という。）前は0.3
〜 0.6倍の範囲で推移していましたが、震災後は、平成23年（2011年）4月の0.24倍を底として、復興需要の
本格化とともに上昇し始めました。平成24年（2012年）７月以降は1.0倍を上回って推移してきたものの、令和
2年（2020年）以降は1.0倍前後となっています。なお、令和6年（2024年）12月は1.03倍となりました（図2）。

■　被災者の生活は「回復」が「未回復」を大幅に上回る
　いわて復興ウォッチャー調査（令和6年（2024年）1月実施）によると、「被災者の生活の回復度」について、
回復（「回復した」+「やや回復した」）と感じる人の割合は84.0％、未回復（「回復していない」+「あまり回復
していない」）と感じている人の割合は1.6％となっています。平成24年（2012年）2月の調査開始以降、回復
の割合は増加傾向にあり、令和6年1月時点で未回復の割合を82.4ポイント上回っています（図3）。

■　介護施設等定員数は震災前を上回る
　沿岸12市町村の医療提供施設（病院・診療所、薬局）は、340施設中の180施設が被災しました（表2）。令
和3年（2021年）3月末現在で業務を行っているのは、病院・診療所211 ヶ所（平成23年（2011年）3月比
87.9％）、薬局96ヶ所（同96.0％）となりました（図4）。
　また、沿岸12市町村及び住田町の介護施設等定員数は、令和6年（2024年）3月1日現在で4,676人（同
124.1％）と増加傾向となっています（図５）。

資料:県復興防災部「いわて復興インデックス報告書」、同「主な取組の進捗状況いわて復興インデックス
　　　（令和４年２月）」（図１）、県県土整備部「災害公営住宅の整備状況について」（表１）

以上資料:県復興防災部「いわて復興インデックス報告書」、
　　　　　同「主な取組の進捗状況いわて復興インデックス」

資料:岩手労働局�「一般職業紹介状況」

資料:県復興防災部「いわて復興ウォッチャー調査」（図３）、
　　　県保健福祉部「医療提供施設の被害及び再開状況（令和２年３月）」（表２）

表２　沿岸部の医療提供施設の被害状況
既存

施設数 全壊 大規模
半壊 半壊 一部

損壊 合計

①病院 19 3 0 0 10 13

②診療所 112 30 5 6 13 54

③歯科
　診療所 109 37 9 2 12 60

計
（①〜③） 240 70 14 8 35 127

④薬局 100 37 5 9 2 53

合計
（①〜④） 340 107 19 17 37 180

表１　災害公営住宅の整備状況
（令和２年12月末現在）

市町村名 整備着手戸数（県事業） 整備着手戸数（市町村事業）
完成済 完成済

洋野町 − − 4 4
久慈市 − − 11 11
野田村 26 26 74 74

田野畑村 − − 63 63
岩泉町 − − 51 51
宮古市 349 349 417 417
山田町 297 297 343 343
大槌町 413 413 463 463
釜石市 373 373 943 943

大船渡市 511 511 290 290
陸前高田市 626 626 269 269
内陸６市 232 232 78 78

計 2,827 2,827 3,006 3,006
※　普代村は建設予定なし
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以上資料:県復興防災部「主な取組の進捗状況いわて復興インデックス（令和元年５月）」

資料:県復興防災部「令和６年　岩手県の東日本大震災津波からの復興に関する意識調査」

資料:県復興防災部「令和６年　岩手県の東日本大震災津波からの復興に関する意識調査」

令和６年度は沿岸４市町に応援職員17人を派遣
■　沿岸市町村における被災した学校施設の復旧率は平成31年３月末現在で98.9％
　東日本大震災津波により被災した県内の学校施設は合計で438校（県立73校、
市町村立328校、私立37校）に上り、そのうち沿岸市町村に所在する学校は95
校（県立19校、市町村立67校、私立９校）となっています。平成31年（2019
年）3月末時点の学校復旧率は98.9％（沿岸市町村の県立学校と市町村立学校で
100.0％、私立学校で88.9％）と、内陸市町村は全ての学校が復旧しています（表1、
図1）。
　また、県では被災した児童生徒へのきめ細かな支援及び学校復興のため、被災地
学校等への継続的な教職員の加配を行っており、令和6年（2024年）3月末現在
では86人（小中学校51人、県立学校35人）の加配が行われています（表2）。

■　地域コミュニティ活性化は「進んでいる」が「遅れている」を上回る
　令和6年　岩手県の東日本大震災津波からの復興に関する意識調査によると、被
災地域のコミュニティ活動（自治会、町内会など）の活性化は、進んでいる（「進
んでいる」+「やや進んでいる」）との回答が県全体で20.3％、沿岸部（沿岸12市
町村）で21.4％となっており、遅れている（「遅れている」+「やや遅れている」）
との回答（県全体で10.4％、沿岸部で15.3％）を上回っています（図2）。

■　令和６年度は沿岸４市町に応援職員17人を派遣
　令和6年　岩手県の東日本大震災津波からの復興に関する意識調査によると、被
災した市町村の行政機能の回復に対し、重要（「重要である」+「やや重要である」）
と回答した割合は、県全体で83.8％、沿岸部で84.4％となっています（図3）。
　また、県では、被災市町村の行政機能回復や復興事業への対応を目的として、県
内外の自治体から被災市町村への職員派遣（被災市町村採用任期付職員等を含む）
など、人材確保に関する調整を行っており、令和6年度は沿岸4市町に17人の応
援職員が派遣されています（表3）。

※　統合による復旧を含む。

表１　学校施設の復旧状況
（平成31年３月31日現在）

被災校 復旧済

復旧工事未完了

復旧率
自 校 校 舎
以外で再開

（う ち 仮 設
校 舎）

県立学校 73 73 0 0 100.0％
（うち沿岸部） 19 19 0 0 100.0％
市町村立学校※ 328 328 0 0 100.0％

（うち沿岸部）※ 67 67 0 0 100.0％
私立学校 37 36 1 0 97.3％

（うち沿岸部） 9 8 1 0 88.9％
合計 438 437 1 0 99.8％

（うち沿岸部） 95 94 1 0 98.9％

資料:県復興防災部「主な取組の進捗状況いわて復興インデックス（令和６年５月）」

表２　被災地学校等への教職員配置事業（令和６年３月末現在）
実績（累積）（H23〜R4） 実績（R5） 合　計

小中学校への教職員加配数 1,821人 51人 1,872人
県立学校への教職員加配数 478人 35人 513人

※　令和５年度までは３月１日現在、令和６年度は６月１日現在の人数。
資料:県ふるさと振興部「被災市町村人材確保状況（東日本大震災津波関係）」

表３　被災市町村への職員派遣の状況
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

野田村
必要数 2 2 − − −

大槌町
必要数 58 11 5 8 4

派遣者数 2 2 − − − 派遣者数 58 11 3 6 4
充足率 100％ 100％ − − − 充足率 100％ 100％ 60％ 75％ 100％

田野畑村
必要数 17 − − − −

釜石市
必要数 72 3 2 4 4

派遣者数 17 − − − − 派遣者数 72 3 2 3 3
充足率 100％ − − − − 充足率 100％ 100％ 100％ 75％ 75％

岩泉町
必要数 2 − − 1 1

大船渡市
必要数 18 2 − − −

派遣者数 2 − − 1 1 派遣者数 18 2 − − −
充足率 100％ − − 100％ 100％ 充足率 100％ 100％ − − −

宮古市
必要数 14 4 − − −

陸前高田市
必要数 98 36 28 21 9

派遣者数 14 4 − − − 派遣者数 98 36 27 20 9
充足率 100％ 100％ − − − 充足率 100％ 100％ 96％ 95％ 100％

山田町
必要数 26 9 1 − −

計
必要数 307 67 36 34 18

派遣者数 26 8 1 − − 派遣者数 307 66 33 30 17
充足率 100％ 89％ 100％ − − 充足率 100％ 99％ 92％ 88％ 94％
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以上資料:�県復興防災部「復興実施計画における主な取組の進捗状況」、同「いわて復興インデックス報
告書（平成29年５月）」

以上資料:農林水産省「被災農業経営体・漁業経営体の経営復興状況定点調査」
※１　平成25年までの調査結果において、農産物販売収入が震災前水準を上回った経営体である。
※２　�平成25年までに営農を再開した経営体であって、農産物販売収入が震災前の水準に達していない経営

体を対象に、平成25年値〜平成27年値を集計したもの。
※３　宮城県、福島県、岩手県の平均

以上資料:農林水産省「被災農業経営体・漁業経営体の経営復興状況定点調査」
※１　�平成25年までに漁業を再開した経営体であって、水産物販売収入が震災前の水準に達していない経営

体を対象に、平成25年値〜平成27年値を集計したもの。
※２　青森県、宮城県、岩手県の平均
県復興防災部「主な取組の進捗状況いわて復興インデックス（令和３年５月）」

※　平成25年までの調査結果において、水産物販売収入が震災前水準を上回った経営体である。
以上資料:�県復興防災部「いわて復興インデックス」、同「主な取組の進捗状況いわて復興インデックス

（令和５年５月）」、農林水産省「被災農業経営体・漁業経営体の経営復興状況定点調査」

震災後、稼働可能な漁船数は一時1万隻超まで回復
■　震災後、稼働可能な漁船数は一時１万隻超まで回復
　東日本大震災津波（以下「震災」という。）により、漁業生産の根幹である漁船や養殖業の基
盤である養殖施設等が甚大な被害を受けたことから、本県では平成23年度（2011年度）から
平成27年度（2015年度）まで漁業協同組合を核とした漁船・養殖施設など生産手段の一括整
備を支援しました。震災により漁船約13,000隻が被災しましたが、平成29年（2017年）3月
末時点で県の補助事業による新規登録漁船数は6,485隻であり、被災を免れた漁船等を含めて
10,000隻を超える漁船（注）が稼働可能な状況となりました（図1）。また、養殖施設整備台
数は17,428台となっています（図2）。
（注）�令和４年12月31日現在の岩手県の登録漁船数は、9,373隻（出典:令和５年度版「岩手県水産業の指標」）

■　産地魚市場水揚量は震災前の過去３年平均に対して39.2％
　令和５年度（2023年度）の産地魚市場水揚量は66,428トンとなっており、震災前の過去3
年平均に対して39.2％となりました（図3）。
　また、被災農業経営体・漁業経営体の経営復興状況定点調査によると、震災で津波被害を受
けた経営体（漁業）のうち再開の意思のある75経営体の平成27年（2015年）の状況は、水産
物販売収入が震災前を上回ったのが36経営体でした（図4）。
　また、平成25年（2013年）までに販売収入が震災前の水準に達しなかった経営体の平成27
年の経営水準（平成22年=100）は、水産物販売収入が71、漁業所得（注）が82でした。なお、
3県平均（青森県、宮城県、岩手県）の水産物販売収入は76、漁業所得は91でした（図５）。
（注）漁業所得:水産物販売収入から漁業に係る現金支出を控除したもの

■　すべての被災農地が復旧
　被災した沿岸市町村の復旧対象農地のうち、令和元年（2019年）6月末時点で542haが復
旧済となっており、復旧対象農地面積の進捗率は、100％に達しました（図6）。
　また、被災農業経営体・漁業経営体の経営復興状況定点調査によると、震災で津波被害を受
けた経営体（農業）のうち、再開の意思のある59経営体の平成27年（2015年）の状況は、農
産物販売収入が震災前を上回ったのが20経営体でした（図７）。
　平成25年までに販売収入が震災前の水準に達しなかった経営体の平成27年の経営水準（平
成22年=100）は、農産物販売収入が80、農業所得（注）が64でした。なお、3県平均（宮
城県、福島県、岩手県）の農産物販売収入は65、農業所得は77でした（図8）。
（注）農業所得:農産物販売収入から農業に係る現金支出を控除したもの
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以上資料:県復興防災部「令和６年岩手県の東日本大震災津波からの復興に関する意識調査」 資料:県商工労働観光部「令和５年版岩手県観光統計概要」

※　製造業は水産加工業を含まない数値
以上資料:県復興防災部「令和元年度産業復興状況調査結果」

沿岸の観光入込客数は2年連続で増加
■　「商店街の再開・整備」について、県全体で「進んでいる」が「遅れている」を上回る
　令和6年岩手県の東日本大震災津波からの復興に関する意識調査によると、「商店街の再開・整備」について「重要」
（「重要である」＋「やや重要である」）との回答が県全体で79.9％、沿岸部で80.9％となっています。また、「商店
街の再開・整備」の進捗状況については、県全体では「進んでいる」（「進んでいると感じる」＋「やや進んでいると
感じる」）の割合が26.8％で、「遅れている」（「やや遅れていると感じる」＋「遅れていると感じる」）の割合18.2％
を上回っており、沿岸部でも「進んでいる」が27.1％で、「遅れている」の24.9％を上回りました（図1、2）。

■　沿岸市町村の被災事業所の8割以上が事業を再開
　令和元年度産業復興状況調査によると、令和元年（2019年）8月1日現在の沿岸12市町村の被災事業所の事業再
開状況（推計※）は、再開済の事業所（一部再開済を含む）が85.6％、廃業した事業所が13.8％となっています。
業種別にみると、再開済の事業所の割合が最も高いのは建設業で97.3％、最も低いのは卸売・小売業で82.7％となっ
ています（図3）。
　また、沿岸12市町村の各商工団体の回答によると、前年度と比較した売上（業績）の状況は、全ての業種区分に
おいて「伸びている（５割以上の事業者の業績が伸びている）」と回答した商工団体より、「伸びていない（５割未満
の事業者の業績が伸びている）」と回答した商工団体が多いという結果になっています。業種別にみると、「業績が伸
びている」と回答した商工団体は、多い順に建設業５団体、製造業4団体、宿泊業3団体などとなっています（図4）。
※�　平成30年度まで実施していた「被災事業所復興状況調査」において回答のあった2,507事業所のうち、「事業再開状況」
の設問で「再開予定」又は「検討中」と回答していた111事業所について、現在の状況を各商工団体から確認し、平成
30年度に実施した「第12回被災事業所復興状況調査」の結果をもとに、再開状況を推計したもの。
　�　なお、前回調査までに「再開・一部再開済」と回答したことのある事業所については、「再開・一部再開済」として
集計している。

■　沿岸の観光入込客数は震災前の8割を超える水準まで回復
　本県の観光入込客数は、震災後の平成23年（2011年）には、沿岸12市町村では前年の約3分の1の272万人回に、
内陸市町村では前年比約７％減の1,999万人回に落ち込みましたが、令和５年（2023年）の本県の観光入込客数を
みると、沿岸市町村では前年比21.1％増の604万人回と2年連続で増加し、震災前の81.9％まで回復しました。内
陸市町村でも前年比33.5％増の1,781万人回と2年連続の増加となり、震災前の82.6％になっています（図５）。
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資料:（株）日本政策投資銀行、県復興防災部、消防庁

※　各市町村の計測震度は、当該市町村内で最大値を観測した地点の数値を記載した。
資料:気象庁、県復興防災部

東日本大震災津波の概要
■　東北地方太平洋沖地震及び津波の概要

発震時刻 平成23年（2011年）３月11日（金）14時46分18.1秒
震　源 三陸沖（北緯38度06.2分、東経142度51.6分）、深さ24㎞
規　模 マグニチュード9.0（モーメントマグニチュード）

最大震度 ７（宮城県栗原市、計測震度6.6）

本県の震度
（計測震度）

6弱 一関市（5.8）、釜石市（5.7）、矢巾町（5.7）、大船渡市（5.6）、藤沢町（5.6）、滝沢村（5.6）、
花巻市（5.5）、奥州市（5.5）

5強 盛岡市（5.4）、北上市（5.4）、遠野市（5.3）、平泉町（5.3）、普代村（5.3）、八幡平市（5.2）、
金ケ崎町（5.2）、山田町（5.1）、住田町（5.1）、宮古市（5.0）

5弱 二戸市（4.9）、紫波町（4.9）、野田村（4.9）、一戸町（4.8）、岩手町（4.7）、久慈市（4.6）、
軽米町（4.6）、雫石町（4.6）、葛巻町（4.5）

4 九戸村（4.4）、西和賀町（4.3）、洋野町（4.2）、岩泉町（4.2）、田野畑村（3.9）

本県の
津波の状況

波高
（観測値）

宮古：8.5m以上（11日15時26分）、大船渡：8.0m以上（11日15時18分）、
釜石：4.2m以上（11日15時21分）

波高
（推定値） 宮古：7.3m、大船渡：11.8m、釜石：9.3m

最大浸水高 18.3m（釜石市両石湾）
最大遡上高 40.1m（大船渡市三陸町綾里南側湾口）
浸水面積 58㎢（およそ東京ドーム1,241個分）

余震活動の状況 震度１以上を観測した地震：12,082回（うち震度４以上：351回）
（平成28年（2016年）３月11日まで）

■　本県の被害の概要
被　害　の　区　分 被　害 備　考

人的被害

死者数 5,146人 震災関連死472人含む、令和７年１月31日現在
行方不明者数 1,107人 認定死亡者1,098名含む、令和７年１月31日現在
負傷者数 210人 一部把握できない市町村あり、令和７年１月31日現在
避難者数（ピーク時） 54,429人 平成23年３月13日時点（同年10月７日に全避難所閉鎖）

家屋被害 全・半壊 26,079棟 住家のみ、令和７年１月31日現在

ライフライン
被害

停電 約76万戸 平成23年５月28日復旧完了
ガス供給停止 約9,400戸 平成23年４月26日復旧完了
断水 約18万戸 平成23年７月12日復旧完了

電話不通 約6万6,000回線 平成23年４月17日復旧完了（加入者宅と通信ビル間の
回線切断等により、利用できない場合がある）

産業被害
（推計）

農林業被害 984億円 農地・農業用施設639億円、農業施設29億円等
林業施設221億円、森林60億円等

水産業・漁港被害 5,649億円 漁港4,527億円、漁船338億円、水産施設等366億円等

工業（製造業）被害 890億円
津波による流出・浸水被害の推定額であり、地震による
被害は含めていない商業（小売・卸売業）被害 445億円

観光業（宿泊施設）被害 326億円
計 8,294億円

公共土木
施設被害

河川・海岸・道路等施設被害 2,018億円 海岸695億円、道路183億円、河川943億円、下水道
139億円等

公園施設被害 65億円 ４箇所
港湾関係施設被害 442億円
計 2,525億円

推計資本
ストック被害

生活・社会インフラ 2兆4,000億円
住宅 6,290億円
製造業 2,550億円
その他 9,920億円

計 4兆2,760億円 推定資本ストック合計（33兆8,180億円）に対する被害
率12.6％（沿岸部の被害率は47.3％）

沿岸→県外　1,139人
⎧沿岸→県外　3,128人⎫
⎩県外→沿岸　1,989人⎭

※１　転入・転出とも職権記載、職権消除を除いた数値を使用しているため、既に公表されている数値と異なる場合がある。
※２　沿岸…沿岸12市町村、内陸…沿岸12市町村以外の県内市町村
以上資料:県ふるさと振興部「岩手県人口移動報告年報」

※　人口・世帯数は令和６年（2024年）10月１日時点、増減数は平成22年（2010年）同月同日比。人口総数には年齢不詳を含む。

※１�　人的被害は令和７年（2025年）１月31日現在（岩手県）、住家被害は令和６年（2024年）３月１日現在（消防庁）、
可住地面積は平成22年（2010年）、浸水域関連は平成23年（2011年）４月時点のデータ。負傷者数の総数には人数
不明の市町村分を含む。

※２　各項目と合計の値はそれぞれ１㎢の単位で四捨五入しているため内訳の計と合計が一致しない場合がある。
資料:総務省統計局、県復興防災部、消防庁

■　沿岸市町村別の被害状況
死者数
（人）

行方
不明者数
（人）

負傷者数
（人）

浸水範囲
面積

（㎢）
※2

可住地
面積

（㎢）

推定浸水
域にかか
る人口
（人）

推定浸水
域にかか
る世帯数
（世帯）

全壊
住家数
（棟）

半壊
住家数
（棟）

一部破損
住家数
（棟）

洋野町 0 0 0 1 62 2,733 932 10 16 40
久慈市 3 2 10 4 79 7,171 2,553 65 213 339
野田村 39 0 19 2 11 3,177 1,069 311 168 36
普代村 0 1 4 1 10 1,115 380 0 0 0
田野畑村 17 15 8 1 21 1,582 526 225 45 11
岩泉町 10 0 0 1 79 1,137 431 177 23 8
宮古市 476 94 33 10 117 18,378 7,209 2,677 1,328 444
山田町 688 143 不明 5 26 11,418 4,175 2,762 405 202
大槌町 856 415 不明 4 24 11,915 4,614 3,579 588 208
釜石市 994 152 不明 7 52 13,164 5,235 2,957 699 1,048
大船渡市 423 79 不明 8 59 19,073 6,957 2,791 1,147 1,654
陸前高田市 1,606 201 不明 13 45 16,640 5,592 3,807 240 3,988
沿岸計 5,112 1,102 74 58 585 107,503 39,673 19,361 4,872 7,978
内陸計 34 5 136 0 3,125 0 0 147 1,699 11,090
県計 5,146 1,107 210 58 3,710 107,503 39,673 19,508 6,571 19,068

■　震災後の沿岸市町村の人口動態� （単位：人、世帯）

人口総数 世帯数増減数  年少人口（〜14歳） 生産年齢人口（15〜64歳）  老年人口（65歳〜） 増減数増減数 増減数 増減数
洋野町 13,763 −4,150 1,072 −1,220 6,497 −3,657 6,190 723 6,789 669
久慈市 30,138 −6,734 2,944 −2,267 15,533 −6,410 11,018 1,300 15,376 1,364
野田村 3,637 −995 394 −132 1,728 −985 1,510 117 1,674 96
普代村 2,212 −876 163 −193 1,007 −752 1,041 68 1,067 25
田野畑村 2,740 −1,103 239 −216 1,238 −849 1,263 −38 1,346 37
岩泉町 7,683 −3,121 604 −517 3,429 −2,170 3,628 −456 4,073 −284
宮古市 45,385 −14,045 4,030 −3,200 22,682 −11,110 18,343 −20 22,518 9
山田町 13,131 −5,486 1,211 −1,118 6,444 −3,917 5,467 −460 6,422 −183
大槌町 10,073 −5,203 994 −755 4,971 −3,608 4,073 −875 5,248 −441
釜石市 29,087 −10,487 2,388 −2,048 14,673 −6,686 11,809 −1,963 15,484 −610
大船渡市 31,653 −9,084 2,801 −2,033 15,935 −7,324 12,566 14 14,754 −65
陸前高田市 16,886 −6,414 1,419 −1,313 8,268 −4,173 7,153 −972 7,590 −195
沿岸計 206,388 −67,698 18,259 −15,012 102,405 −51,641 84,061 −2,562 102,341 422
内陸計 938,019 −118,042 96,824 −38,709 509,878 −131,856 318,068 44,193 432,985 50,970
県計 1,144,407 −185,740 115,083 −53,721 612,283 −183,497 402,129 41,631 535,326 51,392

（参考）転出超過数の推移（平成21年〜）
沿岸→内陸 沿岸→県外 内陸→県外 県内→県外

H21〜H22 592 755 3,385 4,140
H22〜H23 3,327 2,360 1,681 4,041
H23〜H24 1,341 395 2,049 2,444
H24〜H25 1,197 152 2,083 2,235
H25〜H26 937 241 2,734 2,975
H26〜H27 838 617 3,446 4,063
H27〜H28 802 466 3,242 3,708
H28〜H29 1,001 652 3,113 3,765
H29〜H30 1,030 1,167 4,048 5,215
H30〜R1 901 1,295 3,075 4,370
R1〜R2 1,030 1,088 2,784 3,872
R2〜R3 1,125 1,025 1,713 2,738
R3〜R4 914 1,090 3,023 4,113
R4〜R5 823 750 3,903 4,653
R5〜R6 999 1,139 3,900 5,039

（各年10月〜翌9月、単位:人）

令和５年10月〜令和６年9月
の社会動態

県内→県外　5,039人
⎧県内→県外19,835人⎫
⎩県外→県内14,796人⎭ ⎧

ｰ
⎩ー

⎧
ｰ
⎩ー

沿岸→内陸
999人

沿岸→内陸
2,447人

内陸→沿岸
1,448人

内陸→県外　3,900人
⎧内陸→県外　16,707人⎫
⎩県外→内陸　12,807人⎭
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